
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）

（単位：百万円）

団体名　　今金町 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

762 2,440 165 3,367

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 4,906 4,847 59 23 0 5,868

一般会計等 4,906 4,847 59 23 5,868

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

国民健康保険特別会計事業勘定 941 920 21 21 72 - -

老人保健特別会計 108 108 0 0 13 - -

後期高齢者医療特別会計 65 65 0 0 20 - -

介護保険特別会計 600 598 2 2 98 - -

介護老人保健施設特別会計 344 344 0 128 36 435 55 法適用

国民健康保険特別会計施設勘定 680 675 5 307 243 220 88 法適用

簡易水道事業特別会計 145 143 2 7 31 444 229 法非適用

公共下水道事業特別会計 365 355 10 0 202 1,941 1,941 法非適用

公営企業会計等　計 465 3,040 2,313

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

北部檜山衛生センター組合 973 965 8 8 - 695 272

檜山広域行政組合 1,557 1,523 34 34 - 20 3

渡島・檜山地方税滞納整理機構 46 37 9 9 - - -

一部事務組合等　計 51 715 275

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

今金土地開発公社 0 48 5 0 0 0 0 16

㈱クアプラザピリカ △ 10 31 33 0 0 0 0 0

地方公社・第三セクター等　計 38 0 0 0 0 16

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．基金の状況
（単位：百万円） （単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度

決算　A
平成20年度

決算　B
差引
B-A

平成19年度
A

平成20年度
B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 (a) 502 521 19 640 659

減 債 基 金 (b) 362 388 26 0 0

その他充当可能基金(c) 2,497 2,426 △ 71 107 112

充当可能基金計(d) 3,361 3,335 △ 26 4,108 4,106

　（注） １ 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
　　　　 ２．上記基金は地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額であり、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度

決算　A
平成20年度

決算　B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.80 0.67 △ 0.13 △ 15.00 △ 20.00 - -

連結実質赤字比率 16.10 14.50 △ 1.60 △ 20.00 △ 40.00 - -

実 質 公 債 費 比 率 16.8 16.6 △ 0.20 25.0 35.0 - -

将 来 負 担 比 率 37.9 3.5 △ 34.40 350.0 - -

財 政 力 指 数 0.21 0.21 0.00

経 常 収 支 比 率 82.5 79.2 △ 3.3

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
北海道 今金町
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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   （国との比較）

定員管理の状況
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類似団体平均

今金町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄

【財政力指数】
　　 人口の減少、長引く景気の低迷等により、町税等の自主財源の増が見込めないため、類似団体平均を下回っ
て
　いる。今後においても、事務事業の見直しや効率的な行財政運営に向けた更なる取り組みに努め、財政の健全
化
　を図る。

【経常収支比率】
　　 人件費及び公債費等の義務的経費の減少により、類似団体を下回っている状況にある。今後も、より一層経費
　の節減に努め、現在の水準を維持していく。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　　 人件費については、今金町定員適正化計画に基づき年々減少しているものの、施設の老朽化に伴う維持補修
　費が増加しているため、類似団体を上回っている状況である。

【ラスパイレス指数】
　　国に準じた給与制度をとっているものの、類似団体を上回る指数となっている。今後も、国の
 人事院勧告に準じ、給与の適正化に努めていく。

【将来負担比率】
　　 起債償還のピークを過ぎ公債費は減少していくが、今後においても、新規町債の発行を抑制
　し、将来の公債費低減を図るよう努める。

【実質公債費比率】
　　 類似団体平均とほぼ同率となっておりますが、投資的経費の計画的実施により、新規町債
の
　発行を抑制し、町債残高の減少に努める。

【人口千人当たり職員数】
　　 今金町定員適正化計画に基づき、計画的な人件費の抑制を図り、機構改革等の実施によ
り、
　住民サービスを低下させることなく努めている。


